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１．はじめに

自然体験は，子どもたちの健全な発育にとって重要な要素の１

つであり 1) 2)，自然体験に期待される効果には，探求心や向上心，

体を動かすことによる心身の健康など，様々ある。例えば，緑を

見ることは人間をリラックスさせ，気分や注意力を改善する効果

がある 3) 4)。また，幼少期のキャンプ経験はその後の社会性 5) を

育む一方で，日常生活の中で自然との関わりが薄い人は，リサイ

クルや環境保全などの環境配慮行動に消極的である 6)という指摘

もある。このように自然体験の消失（経験の消失 7)）は，人々が

自然から恵みを受け，自然の価値を認識する機会を失わせるだけ

でなく，自然環境の保全意識も大きく衰退させる 6) 8)。 
子どもたちの自然体験の減少の要因として，近年，身近な自然

の減少に伴う「機会の減少」と，自然体験に対する「意欲の減少」

がともに重要であることが指摘されている 8)。とりわけ，世界的

に進む急速な都市化は，子どもたちの自然体験の場や機会を減少

させている 9)。このような「機会の減少」は，身近な自然や緑地，

野生生物との関わりが失われたり，自宅周辺の緑地面積が減少し

たりすることによって引き起こされるため，その影響は都市部や

開発が進む住宅地でより顕著に現れるだろう。一方で後者の「意

欲の減少」は，自宅周辺の自然の豊かさや緑地面積の多少に関わ

らず，本人の自然そのものに対する興味や関心，親近感，または

自然体験に対するモチベーションの低下 10)といった，人々の内面

の変化の結果として現れる。例えばアメリカの国立公園の利用者

データ（1 人あたりの公園利用回数）を解析した結果から，過去

16年間にみられた利用頻度の減少は，ガソリン代や世帯収入とい

った他の要因よりもビデオゲームやインターネットの利用時間の

増加の程度でうまく説明でき 11)，これまで人々が自然体験（国立

公園の訪問）に使っていた余暇の時間がスクリーンに移行したこ

とを示しているとの指摘 10)もある。日本においても，栃木県内45
か所の公立小学校の児童5,402人を対象にアンケートを実施した

結果 12)，子どもの自然体験の頻度は，学校周辺の緑地面積や都市

化度（＝機会）とは関連性が薄く，自然に対する関心（＝意欲）

との関連性が強いことが示されている 10) 12)。これらのことから，

自然体験の減少は，自然が豊かな場所でも生じうる問題であり，

我が国においても自然に対する関心（意欲）をいかに高めていく

かが重要であることを示している。

自然体験が減少することは，さらに長期的な影響も危惧される。

2010 年に国立青少年教育振興機構が実施した全国の小中高生

18,800人を対象とした調査では，山登りや木登り，昆虫採集など

の自然体験の経験がある子どもの割合が，およそ 10 年前に比べ

て軒並み減少していた 13)。前述の栃木県の小学生を対象とした研

究では，子どもたちの自然体験に対してポジティブな態度を示す

家庭（自然体験を勧め，一緒に公園などに行く親がいる家庭）で

育った子どもほど，日常的な自然体験の頻度が増えることが報告

されている 10) 12)。また自然体験の経験に乏しい親は，子ども達に

自然の価値を伝えたり，自然体験の機会を提供することが難しく

なったりするだろう。このため，親から子へとさらなる自然体験

の減少を引き起こす，世代間の負のスパイラルに陥る懸念がある。 
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図－1 調査対象地（茨城県守谷市）の位置図17)を基に作成 
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また，親が子どもたちの自然体験に対してポジティブな態度を

示すかどうかや，それぞれの自然体験の内容（体験メニュー）は，

親の個人属性（すなわち家庭環境）によっても異なっているかも

しれない。これまでのアンケートを用いた研究では，緑地や自然

が有する多様な機能に対する主観的な価値評価や，緑地や公園の

使用目的が，アンケート回答者の個人属性（性別，年齢，子育て

経験，世帯年収，居住年数など）の違いによって異なることが示

されている 14) 15)。例えば，健康や災害に関わる事象は，年齢や収

入の多少によらず，多くの住民にとって経済的な価値や重要度が

高い一方で，緑豊かな環境や自然（生き物の住みか）の価値は，

子育て世帯ほど高く評価している 15)。また緑地の利用目的は，多

くの住民が健康や運動での利用が多い一方で，子育て世帯は子ど

もの遊び場としての利用が多い傾向が見られている 14)。 
そこで本研究では，自然体験の減少を引き起こす「意欲の減少」

に着目し，住民のこれまでの自然体験の頻度や自然体験の内容（体

験メニュー）を調査し，自然体験の減少の世代間伝播がどのよう

に生じているのかを明らかにすることを目的とした。具体的には，

東京のベットタウンでありながら周囲に多くの緑地や自然環境が

残り，かつコンパクトな自治体であることから市域で自然体験の

機会（自然や緑地までのアクセス）に大きな差がない茨城県守谷

市において，緑地に関する住民アンケート（図－2）を実施し，

住民のこれまでの自然体験の頻度や自然体験の内容と，自然体験

の減少の世代間伝播がどのように生じているのかを明らかにする。

また，それら自然体験の頻度や内容と個々人の属性（年齢や性別,
同居家族，居住年数，世代収入，勤務地などのライフスタイル）

との関係を分析することで，自然体験の現状と今後の課題の把握

を目指す。

２．方法

（１）調査地

アンケートを実施した茨城県守谷市は，茨城県の南西端に位置

し，東京都心から40km圏内にあるベットタウンである（図－1）。
守谷市の人口は，調査を実施した2018年12月1日時点で 
26,686世帯，67,026人であり，年々増加している 16)。市民の年

齢構成は，調査を行った2018年10月1日時点の常住人口 16)で，

10代以下が20.6%，20代が9.0%，30代が14.0%，40代が 
17.1%，50代が11.3%，60代が14.1% となっており，生産年齢

人口にあたる15歳～65歳は市民の62.7%を占める。したがって，

生産年齢かつ子育て世代が多く，ベットタウン型の特徴を有する

自治体といえる 15) 16) 17)。 
守谷市では，歴史的に自然を残しつつ，市街地形成を進めてき

た経緯がある。守谷市には，東西7.5km × 南北7.2 km 
（35.71 km2）という比較的コンパクトな市域の中に，50か所の

都市公園や，公園利用されている森林やオープンスぺ―ス，谷津

に散策路が整備されるなどの形で一般に解放されている自然緑地

（野鳥の道）などの多数の緑地がある 15)。また市内には，利根川，

鬼怒川，小貝川の3河川と，それらの河食崖や河岸台地にある斜

面緑地や氾濫原湿地，市街地に隣接する谷津田の里山環境などの

良好な自然景観も残されている 15)。そこで近年の守谷市では，こ

れら歴史的に形作られた自然と調和した市街地構造を，守谷市の

魅力ととらえ直し，民間企業のノウハウも取り入れながら 18)，グ

リーンインフラを活用したまちづくりを推進している 19)｡ 
また守谷市では，様々な緑地で自然体験活動が積極的に行われ

ている。例えば，北園森林公園では，市民向けに毎月1回「守谷

ひがし野プレイパーク」が開催され 20)，立沢里山では，「守谷里

山田んぼの学校」が毎年開催され，市内の小学生を中心とした古

代米等の稲作体験活動が行われている 21)。守谷野鳥のみちでは，

市民ボランティアや近隣の中学生により1km以上の木道が整備

され，定期的に鳥類観察会等が開催されている 22)。 
（２）アンケート

アンケートは守谷市役所の協力を得て，2018年12月に実施し

た 14) 15)。市内の全26,686世帯のうち，約20%にあたる5,238世

帯を対象に，市内の各町会を通じて戸別配布し，各世帯の代表者

から郵送で回答を返却してもらう方式を採用した（図－2）15)。ア

ンケートの返送期限は，配布日から，約2週間後とし，回答に対

する報酬は提供しない無記名・無報酬型とした。なお返却時の郵

便料金は，受取人払いとし，回答者に金銭的負担がかからないよ

うに配慮した 15)。また守谷市は，開発時期や立地，過去の行政区

分をもとに大きく 5 地域（守谷，高野，大野，大井沢，北守谷）

に分けられる。そこで配布先は，層別抽出法により，この5地域

図－2 実際に配布したアンケートの表紙および返信用封筒 

表－1 地域別のアンケート配布状況14) 

地域名 
世帯数 

（市内比率） 

アンケート配布数 

（配布比率） 

守谷 8,746  (47%) 2,326  (44%) 

高野 3,775  (20%) 1,193  (23%) 

大野 806   (4%) 177   (3%) 

大井沢 763   (4%) 142   (3%) 

北守谷 4,703  (25%) 1,400  (27%) 

計 18,793 (100%) 5,238 (100%) 

図－3アンケートの配布先地区の位置図15) 

薄灰色の領域（守谷市）内の枠囲みの地区において，町

会等を通じて各戸にアンケート用紙を配布した。農地が広

がる北西から南西側にかけての地区は，町会の境界が曖昧

なため中心となる集落の位置を丸囲みで示している。 
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すべてを対象とし，市全体に占める各地域の世帯数比率とアンケ

ート配布数の比率が，ほぼ均一になるように配慮した上で（表－

1），戸別配布先の計48地区221班を選定した 14) 15)（図－3）。 
アンケートの設問は，大きく4つの区分からなり，「1）守谷市

の「くらし」や「まち」について」が4問，「2）守谷市の緑地や

自然について」が9問，「3）これまでの自然体験について」が7
問，「4）個人属性について」が11問の全31問で構成されている
15)。このうち本研究の中心的テーマである「3）これまでの自然体

験について」では，以下に示す7つの質問を設定した。 
・設問1.「子どもの頃，自然の中で遊んだり，自然に接したりし

ていましたか？」，回答の選択肢「1．自然の中で よく遊んでい

た 2．ときどき遊んでいた 3．ほとんど遊んでいなかった」 
・設問2.「子どもの頃，どのように自然の中で遊んだり，自然と

接していましたか？（複数選択可）」，選択肢「表－2に記載」 
・設問3.「設問2で自然の中で「3.ほとんど遊んでいなかった」

と回答した方にお伺いします。自然に接していなかった理由はな

ぜですか？（複数選択可）」，選択肢「1. 身近に自然がなかったか

ら 2. 自然体験をしたいとは思わなかったから 3. 自然体験の

機会がなかったから（学校の授業や地域の学習会などがなかった）

4. 自然について教えてくれる人がいなかったから（親や友達，

先生など） 5. 自然は危ないから （危険な場所や虫，けがなど

の危険があるから） 6. 周りの人が止めたから 7. 自然や野生

生物が嫌いだから 8. その他（     ）」 
・設問4.「あなたの子どもや孫に，自然体験をさせていますか，

または自然体験をさせたいですか？」，選択肢「1. 自然体験をさ

せている（体験させていた） 2. 自然体験をさせたいと思うが，

させていない 3. 自然体験をさせたくない」 
・設問5. 「設問4.で子どもや孫に「1. 自然体験をさせている」，

「2．自然体験をさせたいと思う」と回答した方にお伺いします。

どのような自然体験をさせましたか？または，どのような自然体

験をさせたいですか？（複数回答可）」，選択肢「表－2に記載」 
・設問6.「子どもや孫に自然体験をさせることで，どのような効

果を期待していますか？（複数回答可）」，選択肢「1. 積極性の向

上 2. 責任感の向上 3. 自然への関心の増加 4. 協調性の向上

5. 学力や考える力の向上 6. 体力の向上 7. 身近な危険への

対応力 8．精神的なリラックス効果 9. 感受性の向上 10. 発
想力やひらめき 11．その他（     ） 12. 期待している

ことはない」

・設問7.「設問5で，子どもや孫に「2.自然体験をさせたいと思

うが，させていない」，「3.自然体験をさせたくない」と回答した

方にお伺いします。自然体験をさせていない，または自然体験を

させたくない理由として，あてはまるものに〇をつけてください。

（複数回答可）」，選択肢「設問3の選択肢と同じ」 

なお，設問2と設問5で尋ねた自然体験の内容の選択肢（表－

2）は，守谷市における今後の行政計画や事業に資するよう，守

谷市が現在取り組んでいる活動や計画等を参考に項目を選定した。 
（３）データ解析

アンケートの回答は，郵送で1,332部届き，回収率は25.4％で

あった 14) 15)。なお，回答者の性別は，全回答者1332名のうち，

男性695名（約52％），女性609名（約46％），回答なし28名

（約2％）であり，市全体の男女比率（約50％ずつ）とほぼ同一

であった 15)。また回答者の年齢構成は，40代～高齢者の回答割

合が高い一方で，特に20代以下の若い世代の回答割合が低い傾

向があった 15)（表－3）。以下，これらのデータを解析に用いた。 
まず，得られたデータを基に，自然体験の頻度と自然体験に対

する意向（自然体験へのニーズ），回答者世代とその子・孫世代の

自然体験の各内容とその体験率をそれぞれ集計した。また各自然

体験の内容ごとに，回答者自身が子ども時代に経験していたかど

うかによって，その子や孫の体験率を再集計した。これらの集計

結果は，いずれもPearsonのカイ2乗検定（以下，χ2検定）を

用いて，1）自然体験の頻度によって自然体験に対する意向が異

なるかどうか，2）回答者世代とその子・孫世代で各自然体験の

体験率が異なるかどうか，3）回答者自身の経験の有無でその子

や孫の自然体験率が異なるかどうかについて統計的に検定した。

次に，親の自然体験メニュー毎の経験の有無や個人属性が，子

どもの自然体験メニュー毎の体験率にどのような影響を及ぼして

いるかを把握するために，一般化線型モデル（GLM）による解析

を行った。目的変数には，アンケートで質問した自然体験（表－

2）のうち，その他を除く，7種それぞれの体験の有無（あり：1，
なし：0）を用い，誤差分布には，二項分布を仮定した。説明変

数には，個人属性として回答者の性別，年齢，同居家族の世代数

（夫婦・兄弟，2世代（親子），3世代（親子孫）以上），守谷市

での居住年数，勤務地・通学先（1． 守谷市内 / 2．茨城県内 
（守谷市を除く）/ 3. 茨城県外），親の自然体験の有無（1 同じ

自然体験を経験あり / 0 経験なし）を用いた。さらに，赤池情報

量基準（AIC）によるモデル選択を行うことで，統計的により説

明力の高い変数のみが含まれるベストモデルを明らかにした。な

お，今回のアンケートは手書き方式であったため，一部の設問に

ついて，未回答や回答漏れ，回答形式を誤って記入している方が

見られた。一方で，これらについては本研究で用いた一般化線形

モデルによる解析を行うことができないため，解析対象とした全

ての設問（前述の「3）これまでの自然体験について」の7問，

および「4）個人属性について」）に回答した605人分のみを抽出

し，統計解析に用いた。これら一連の解析には，R 3.5.2を用い

た。

表－3 年代別のアンケート回答状況15) 

年代 市内人口（比率） 回答数（比率）

0～9才 6,731 (10.2%) 0 (0%) 
10代 6,880 (10.4%) 0 (0%) 
20代 5,937 (9.0%) 13 (1.0%) 
30代 9,268 (14.0%) 139 (10.4%) 
40代 11,314(17.1%) 255 (19.1%) 
50代 7,494 (11.3%) 221 (16.6%) 
60代 9,317 (14.1%) 310 (23.3%) 
70代 6,075 (9.2%) 301 (22.6%) 

80代以上 2,883 (4.4%) 78 (5.9%) 
不詳・回答なし 331(0.5%) 15 (1.1%)

計 66,230 1,332

表－2アンケートで経験の有無を尋ねた自然体験の内容 

自然体験の選択肢 （複数選択可） 

1. 野鳥や植物などの自然観察や落ち葉拾い、昆虫採集など

2. 身近な風景や季節感を楽しむ散歩や散策など 

3. 自然を対象とした写真や絵画制作などの文化活動 

4. 自然の中で楽しむ釣りや山登り、カヌー、キャンプ、 

川遊びなどの活動 

5. 公園や河川の美化清掃や緑化活動など 

6. 自然についての学習会や体験会などへの参加 

7. 農業や林業、漁業など （体験や手伝いを含む） 

8. その他（ ） 
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３．結果と考察 
（１）自然体験の頻度と自然体験に対するニーズ 
回答者が子どもの頃に，どの程度，自然の中で遊んだり，自然

に接していたりしたかを尋ねた結果，「自然の中でよく遊んでいた」

と回答したのは，全1,332名のうち，824名（61.9%）であった。

同様に「ときどき遊んでいた」と回答したのは，292名（21.9%）

であり，「ほとんど遊んでいなかった」と回答したのは 69 名

（5.2%），無記入・回答ミスは147名（11.0%）であった。 
他方，回答者が子や孫に自然体験をさせているか，または自然

体験をさせたいかどうかについて尋ねた結果，「自然体験をさせて

いる（体験させていた）」と回答したのは，788名（59.2%）であ

った。その中でも，子ども時代に「自然の中でよく遊んでいた」

と回答した人の方が，より自らの子や孫に自然体験をさせる傾向

が見られた（図－4，χ2検定：p =0.0016）。一方で，子や孫に「自

然体験をさせたくない」と回答したのは， 1,332名のうち，わず

か8名（0.6%）であった。このことから，半数以上の回答者は自

らが自然の中でよく遊んだ経験があるとともに，ほぼすべての回

答者が子や孫にも自然体験をさせたいと考えており，自然体験へ

の意欲（ニーズ）が高いことがわかった。 
（２）自然体験の内容と体験率 
 実際に行っている，または行っていた自然体験の内容（表－2）
について尋ねた結果，いずれの自然体験も回答者世代とその子・

孫世代で体験率に統計的に有意な差が認められた（図－5，自然

観察：回答者世代の体験率 71.1%，子や孫世代の体験率 71.8%，

χ2検定p<0.001，散歩：63.9%，43.6%，p<0.001，写真・絵画：

12.4%，11.2%，p<0.001，登山等：60.2%，51.1%，p<0.001，
美化緑化：22.7%，8.1%，p<0.001，学習会：20.8%，7.3%，p<0.001，
農林漁業：26.6%，25.4%，p<0.001）。これらの結果から，自然

観察については，回答者世代の体験率（71.1%）よりも子や孫世

代の体験率（71.8%）の方が，わずかに高いことが認められたも

のの，その他の自然体験はいずれも子や孫世代の体験率が低いこ

とが明らかとなった。特に，「美化緑化（公園や河川の美化清掃や

緑化活動など）」や「学習会（自然についての学習会や体験会など

への参加））」の体験率の低下が著しく，原因の究明と必要に応じ

た対策が急務であるだろう。 
一方，回答者もその子・孫世代も，ともに「自然観察（自然観

察や落ち葉拾い，昆虫採集など）」や「散歩（散歩や散策）」，「登

山等（自然の中で楽しむ釣りや山登り，カヌー，キャンプ，川遊びな

どの活動）」の体験率が高いことが分かった（図－5）。前述の国立

青少年教育振興機構による小中高生を対象とした自然体験に関す

る全国調査 13)でも，半数近くの子どもは登山や自然観察（昆虫採

集や野鳥観察）を経験しており，類似の傾向が示されている。 
回答者自身が自らの子ども時代に同様の自然体験を経験してい

たかどうかで，その子や孫の自然体験率を整理し直した結果，い

ずれの種類の自然体験も，回答者自らが子ども時代に経験してい

ない場合にその子や孫の自然体験率も，統計的に有意に低いこと

がわかった（図－6，自然観察：回答者が体験していた場合の子

や孫の自然体験率80.4%，回答者が体験していない場合の体験率

47.3%，χ2 検定 p<0.001，散歩：81.9%，49.9%，p<0.001，写

真・絵画：42.4%，8.7%，p<0.001，登山等：75.3%，44.3%，p
<0.001，美化緑化：59.3%，19.5%，p<0.001，学習会：56.8%，

19.5%，p<0.001，農林漁業：53.2%，17.5%，p<0.001）。このこ

とから特に，「美化緑化（公園や河川の美化清掃や緑化活動など）」

や「学習会（自然についての学習会や体験会などへの参加）」，「農

林漁業（農業や林業，漁業など （体験や手伝いを含む））」，「写真・

絵画（自然を対象とした写真や絵画制作などの文化活動）」は，い

ずれも回答者自身が子ども時代に体験していた場合に比べて体験

していない場合には，その子や孫の体験率が，半分以下に大きく

減少することが明らかとなった（図－6）。 
（３）子や孫の自然体験率に回答者の個人属性が及ぼす要因 

7種類の自然体験それぞれについて，回答者が自らの子ども時

代に同じ内容の自然体験を経験していたかどうか，また回答者の

個人属性が，子や孫の自然体験率に及ぼす影響をGLMにより解

析した結果，いずれの自然体験においても，回答者の自然体験の

経験の有無が極めて有意に正の影響を与えていることが示された

（表－4）。特にこの傾向は，標準化偏回帰係数を基に推定したオ

ッズ比を見ると，いずれも回答者自身が子ども時代に同じ自然体

験を経験していてない場合に比べて，経験していた場合には，子

や孫の自然体験率が約4倍から6.3倍になることが明らかとなっ

た（表－5）。すなわち，子や孫を養育する親や祖父母自身が同様

の自然体験を子ども時代に経験していると，子や孫も同じ自然体

験を行う可能性が高くなることが明瞭に示された。 
類似の傾向は，国内のいくつかの研究からも示唆されている。

例えば，親が「虫嫌い」かどうかに着目した研究では，親が自然

図－4 回答者の子ども時代の自然体験の頻度による，その子や

孫の自然体験に対する意向の違い（単一選択方式）（回答者数

n=1049，χ2検定：p =0.0016） 

図－5 回答者とその子や孫が体験したことのある内容   

（複数選択方式）。棒グラフ上の数字は，各カテゴリの回答者数， 

*はχ2検定による統計的有意差を示す。 

図－6 回答者自身の経験の有無による，その子や孫の自然体験

率の比較（複数選択方式）。棒グラフ上の数字は，各カテゴリの

回答者数，*はχ2検定による統計的有意差を示す。 
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に対して好意的であるほど，子どもも自然に前向きな印象をもつ

傾向が示されている 23)。日本の伝統的な外遊びに着目した研究で

は，親が幼少時に体験した遊びを，その子どもも体験する傾向が

あることが示唆されている 24)。 
他方，表－4からは，回答者の自然体験の経験の有無以外の要

因の重要性も示唆された。標準化偏回帰係数の大きい順にみてい

くと，まず「自然観察」と「散歩」は，いずれも性別がベストモ

デルに含まれ，特に散歩では非常に統計的に有意な要因として示

された（表－4）。すなわち，男性に比べて女性の回答者の方が，

その子や孫に「自然観察」や「散歩」を体験させる傾向があるこ

とが明らかとなった。この自然観察と散歩は，ともに回答者世代

の体験率が最も高かったものであり（図－5），幼児や未就学児で

あっても取り組むことが可能なものでもある。このため，単純に

女性の方がその子や孫に「自然観察」や「散歩」を体験させる意

欲（ニーズ）が高いのか，あるいは母親の方が幼少期の子どもと

過ごす時間が長い結果，比較的に体験させやすい自然観察や散歩

が選択されたといった間接的な理由があるのかについては，本結

果のみでは判断できない点に注意が必要である。 
次に，「写真・絵画」や「登山等」，「農林漁業」は，いずれも回

答者の年齢が高いほど，また「農林漁業」は同居の世代数が多く

なるほど（夫婦・兄弟や親子のみの核家族よりも3世代同居にな

るほど），その子や孫の体験率が，統計的に有意に減少することが

示された（表－4）。本アンケートでは，回答者の現在の年齢を質

問する一方で，子育て当時の年齢や家族構成は質問していない。

このため，本研究で示された回答者の年齢上昇に伴う子や孫の体

験率の減少傾向は，子育て当時の時代背景や社会背景を反映して

いる可能性がある。例えば，学習指導要領の改訂により2000年

から段階的に小・中学校や高等学校等で導入されてきた「総合的

な学習の時間」では，自然体験学習が重視されている 25)。この結

果，学校教育における自然体験学習のプログラム化や指導者の養

成が進むとともに，社会教育の中でも自然体験学習の機会提供が

広がっている 25)。これらのことから，かつてに比べて現代の子ど

もたちが自然体験に触れる機会も増えたことにより，年齢が若い

回答者の子や孫ほど，これらの自然体験の経験があるという解析

結果が得られたのかもしれない。 
さらに「散歩」では，世帯収入の正の効果が検出され，「自然観

察」と「写真・絵画」では，世帯収入の負の効果が検出された（表

－4）。しかしいずれも，標準化偏回帰係数の絶対値は，0.001程

度（小数点第4位以下を四捨五入した値）であり，他の要因に比

べてもその効果は極めて小さかった。それゆえ，世帯収入がこれ

らの自然体験の体験率に及ぼす影響は，ごく僅かであると言える。 
 

４．まとめ 
本研究では，自然体験の減少を引き起こす要因として近年注目

されている自然体験に対する「意欲の減少 8) 10)」に着目し，茨城

県守谷市において住民のこれまでの自然体験の頻度や自然体験の

内容（体験メニュー）についてのアンケートを実施するとともに，

自然体験の減少の世代間伝播がどのように生じているのかを明ら

かにした。その結果，子ども時代に自然の中でよく遊んだ経験を

持つ人は，自らが子ども時代に経験した自然体験と同様の体験を

子や孫にさせる傾向が強く現れることが分かった（表－5）。さら

に既往の研究では，日常生活の中で自然との関わりが薄い人は，

リサイクルや環境保全などの環境配慮行動に消極的である 6)との

報告もある。それゆえ，本研究のように自然体験の有無が世代を

超えて伝播するという結果は，子ども達へ自然体験の機会を提供

することが長期的視点からも極めて重要であると同時に，環境配

慮行動を通じた持続可能な社会を築く上でも，大きな課題である

ことを示唆している。それゆえ，優れた教師やインタープリター

が，現代の子ども達に親の経験の有無に依存しない幅広い自然体

験の機会や場を提供することの意義は大きい。今後は，学校教育

や社会教育の様々な場において，自然体験学習のプログラム化や

指導者の養成が進むことで 25)，地域にどのような変化をもたらす

のか，そしてそれらが世代を超えた自然環境の保全や活用に貢献

する取り組みとしてどのように広がっていくのかについて，長期

的な視点で調査・分析していくことが必要だろう。 
 

表－4  GLMの結果，AICによって選択されたベストモデル（n=605） 

 性別 年齢 世代数 居住年数 勤務地 世帯収入 
回答者の 
自然体験 

切片 

自然観察，昆虫採集 0.347   -0.145  -0.001*  1.437*** 0.605 

散歩，散策 0.480***       0.001** 1.537*** -0.956 

写真，絵画  -0.193*    -0.001  1.844*** -1.087 

釣り，登山，川遊び   -0.178**     1.383*** 0.585 

美化活動，緑化活動       1.607*** -1.362 

学習会，体験会       1.669*** 1.523 

農業，林業，漁業   -0.255*** -0.224**    1.683*** 0.052 

GLM の目的変数には，7 つの自然体験の内容ごとに，回答者の子や孫の自然体験の有無（1 経験あり / 0 経験なし）を用い，説明変数には，回答者の性

別（1 男性，2 女性），年齢，同居家族の世代数（1 夫婦・兄弟 / 2 親子（2世代）/ 3 親子孫（3世代以上）），守谷市での居住年数，勤務地・通学先（1． 

守谷市内 / 2．茨城県内 （守谷市を除く）/ 3. 茨城県外），回答者の自然体験の有無（1 同じ自然体験を経験あり / 0 経験なし）を用いた。 

表中に示した数字は，各説明変数の標準化偏回帰係数であり，*は統計的に有意な変数を示す（*：0.5>p >0.1,**：0.1> p >0.01,***:0.01>p ）。 

表－5 回答者自身の自然体験の有無による子や孫の体験率の

オッズ比。自然体験を過去に行っていなかった場合に比べ，行

っていた場合，子や孫の体験率が何倍程度上昇するかを示す。 

 オッズ比 

自然観察，昆虫採集 4.21 倍 

散歩，散策 4.65 倍 

写真，絵画 6.32 倍 

釣り，登山，川遊び 3.99 倍 

美化活動，緑化活動 4.99 倍 

学習会，体験会 5.31 倍 

農業，林業，漁業 5.38 倍 
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